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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第51期 

第１四半期連結 
累計期間 

第52期 
第１四半期連結 

累計期間 
第51期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年６月30日 

自平成26年４月１日 
至平成26年６月30日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （千円） 3,565,730 4,567,693 22,020,628 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △21,260 52,042 1,064,687 

四半期（当期）純利益 （千円） 21,651 14,287 603,136 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 107,960 21,334 673,439 

純資産額 （千円） 8,535,564 8,942,891 9,011,127 

総資産額 （千円） 14,942,789 17,053,788 19,267,953 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 1.93 1.28 53.87 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 57.1 52.4 46.8 

 
（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、または、締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における日本経済は、消費税率引上げに伴う影響等はあるものの、政府や日銀による

政策効果の下支えにより、全体としては緩やかな回復基調の中で推移致しました。

当社グループの主力事業の属する国内建設市場におきましては、公共設備投資、民間設備投資がともに堅調に推

移する一方、労務費や資材価格の上昇、受注競争の激化により依然として厳しい経営環境が続いております。

当第１四半期連結累計期間における当社グループの連結売上高は、前第１四半期連結累計期間より10億１百万円

増加し45億67百万円（前年同四半期比28.1％の増加）、営業利益は32百万円（前年同四半期は営業損失52百万

円）、経常利益は52百万円（前年同四半期は経常損失21百万円）、四半期純利益は前第１四半期連結累計期間より

７百万円減少し14百万円（前年同四半期比34.0％の減少）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

① 建設事業

当社グループの主力事業である当事業におきましては、大型案件等の受注が堅調であったことから、受注高は

26億90百万円（前年同四半期比43.2％の増加）となりました。部門別では、産業設備工事が９億円（前年同四半

期比38.4％の増加）、ビル設備工事が８億59百万円（前年同四半期比17.2％の増加）、環境設備工事が９億30百

万円（前年同四半期比88.2％の増加）となりました。

売上高は、ビル設備工事の売上が堅調であったことから、19億82百万円（前年同四半期比39.8％の増加）とな

りました。部門別では、産業設備工事が５億59百万円（前年同四半期比15.2％の減少）、ビル設備工事が10億79

百万円（前年同四半期比142.4％の増加）、環境設備工事が３億43百万円（前年同四半期比9.7％の増加）となり

ました。

なお、当事業は通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が大きいため、第４四

半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計期間に比べて高くなる季節的変動があります。

② 機器販売及び情報システム事業

当事業におきましては、情報システム関連が前年並みに推移し、変圧器、空調機などの機器販売が増加したこ

とにより、売上高は10億38百万円（前年同四半期比23.3％の増加）となりました。

③ 機器のメンテナンス事業

当事業におきましては、設備機器のメンテナンス、太陽光発電機器の設置がともに堅調に推移したことによ

り、売上高は14億41百万円（前年同四半期比22.6％の増加）となりました。

④ 電子部品製造事業

当事業におきましては、製造工程省力化装置及び半導体関連部品の受注がいずれも前年並みに推移したことに

より、売上高は３億３百万円（前年同四半期比7.7％の増加）となりました。

⑤ その他

その他の事業におきましては、公共水道施設維持管理等の事業が安定的に推移したことにより売上高は65百万

円（前年同四半期比1.8％の増加）となりました。

（注）１．上記売上高はセグメント間取引消去前の金額によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

当社グループにおいては、当第１四半期連結累計期間における研究開発活動は特段行っておりませんので特記事

項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成26年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,700,000 11,700,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 11,700,000 11,700,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 11,700,000 － 1,029,213 － 805,932

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   503,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,190,000 11,190 －

単元未満株式 普通株式    7,000 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 11,700,000 － －

総株主の議決権 － 11,190 －

 
②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

 発行済株式総
数に対する所有
株式数の割合

（％）

藤田エンジニアリング㈱
群馬県高崎市飯

塚町1174番地５
503,000 － 503,000 4.30

計 － 503,000 － 503,000 4.30

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 4,426,369 4,734,930 

受取手形 1,171,727 1,456,431 

完成工事未収入金 5,163,169 2,665,842 

売掛金 2,498,985 1,802,405 

未成工事支出金 155,984 303,759 

商品 108,106 157,820 

仕掛品 496,414 513,325 

材料貯蔵品 19,578 20,415 

その他 272,491 470,697 

貸倒引当金 △1,019 △656 

流動資産合計 14,311,808 12,124,974 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物 3,215,832 3,214,536 

減価償却累計額 △2,163,005 △2,180,325 

建物・構築物（純額） 1,052,827 1,034,211 

土地 2,266,834 2,266,834 

その他 618,386 619,547 

減価償却累計額 △490,421 △498,780 

その他（純額） 127,964 120,767 

有形固定資産合計 3,447,626 3,421,812 

無形固定資産    

のれん 119,251 111,797 

その他 131,837 123,588 

無形固定資産合計 251,088 235,386 

投資その他の資産    

投資有価証券 688,283 702,983 

その他 635,384 634,869 

貸倒引当金 △66,236 △66,236 

投資その他の資産合計 1,257,430 1,271,616 

固定資産合計 4,956,145 4,928,814 

資産合計 19,267,953 17,053,788 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 1,885,584 2,348,682 

工事未払金 2,600,933 793,588 

買掛金 1,844,706 1,088,523 

短期借入金 784,996 784,996 

未払法人税等 370,523 70,752 

未成工事受入金 657,003 749,426 

完成工事補償引当金 18,670 10,700 

賞与引当金 219,628 79,137 

役員賞与引当金 45,500 － 

その他 745,112 1,086,452 

流動負債合計 9,172,658 7,012,259 

固定負債    

長期借入金 76,424 70,175 

役員退職慰労引当金 63,788 66,600 

退職給付に係る負債 903,622 924,177 

その他 40,332 37,685 

固定負債合計 1,084,167 1,098,637 

負債合計 10,256,826 8,110,897 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,029,213 1,029,213 

資本剰余金 805,932 805,932 

利益剰余金 7,193,877 7,118,593 

自己株式 △214,210 △214,210 

株主資本合計 8,814,811 8,739,528 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 169,049 177,034 

為替換算調整勘定 27,266 26,328 

その他の包括利益累計額合計 196,316 203,363 

純資産合計 9,011,127 8,942,891 

負債純資産合計 19,267,953 17,053,788 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 3,565,730 4,567,693 

売上原価 2,980,697 3,953,125 

売上総利益 585,033 614,567 

販売費及び一般管理費    

従業員給料手当 273,117 282,902 

賞与引当金繰入額 20,674 21,252 

退職給付引当金繰入額 8,131 8,493 

役員退職慰労引当金繰入額 2,111 2,811 

のれん償却額 7,453 7,453 

その他 325,769 259,461 

販売費及び一般管理費合計 637,258 582,373 

営業利益又は営業損失（△） △52,225 32,194 

営業外収益    

受取利息 96 970 

受取配当金 3,880 4,292 

受取褒賞金 9,844 8,944 

その他 19,594 13,752 

営業外収益合計 33,416 27,960 

営業外費用    

支払利息 2,255 1,798 

為替差損 － 4,045 

その他 195 2,268 

営業外費用合計 2,451 8,112 

経常利益又は経常損失（△） △21,260 52,042 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△21,260 52,042 

法人税、住民税及び事業税 72,648 68,328 

法人税等調整額 △115,560 △30,573 

法人税等合計 △42,911 37,755 

少数株主損益調整前四半期純利益 21,651 14,287 

四半期純利益 21,651 14,287 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 21,651 14,287 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 77,372 7,984 

為替換算調整勘定 8,937 △937 

その他の包括利益合計 86,309 7,046 

四半期包括利益 107,960 21,334 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 107,960 21,334 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 保証債務

  連結会社以外の関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

㈱東洋電設 7,200千円 ㈱東洋電設 7,200千円

 

２ 当座貸越契約

  当社及び連結子会社１社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締

結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

当座貸越極度額 1,970,000千円 1,970,000千円

借入実行残高 750,000 750,000

差引額 1,220,000 1,220,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日）

  当社グループの建設事業においては、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合

が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計期間に比べて高くなる季節的変動があり

ます。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日）

減価償却費 55,102千円 43,625千円

のれんの償却額 7,453 7,453
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 

定時株主総会
普通株式 89,577 ８  平成25年３月31日  平成25年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日 

定時株主総会
普通株式 89,570 8  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 
（注） 

合計 
  建設事業 

機器販売
及び情報
システム
事業 

機器のメン
テナンス事

業 

電子部品製
造事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 1,417,175 717,382 1,096,788 282,138 3,513,484 52,245 3,565,730 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

975 125,048 79,479 － 205,503 12,504 218,007 

計 1,418,150 842,431 1,176,268 282,138 3,718,988 64,749 3,783,737 

セグメント利益又は損失(△) △186,725 △25,442 141,169 5,765 △65,233 △8,298 △73,531 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、水道施設管理受託業務他を含んでおり

ます。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 △65,233

「その他」の区分の利益 △8,298

セグメント間取引消去 44,076

セグメント間取引消去に伴う営業外費用の組替 △10,513

のれんの償却額 △7,453

その他の調整額 △4,803

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △52,225

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 
（注） 

合計 
  建設事業 

機器販売
及び情報
システム
事業 

機器のメン
テナンス事

業 

電子部品製
造事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 1,981,391 872,877 1,356,122 303,605 4,513,997 53,695 4,567,693 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

1,230 165,488 85,808 130 252,656 12,249 264,905 

計 1,982,621 1,038,366 1,441,931 303,735 4,766,654 65,944 4,832,599 

セグメント利益又は損失(△) △122,015 △15,250 140,433 9,293 12,460 △4,653 7,806 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、水道施設管理受託業務他を含んでおり

ます。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 12,460

「その他」の区分の利益 △4,653

セグメント間取引消去 42,787

セグメント間取引消去に伴う営業外費用の組替 △10,325

のれんの償却額 △7,453

その他の調整額 △620

四半期連結損益計算書の営業利益 32,194

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1円93銭 1円28銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 21,651 14,287

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 21,651 14,287

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,197 11,196

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

    平成26年８月７日

藤田エンジニアリング株式会社    

取締役会 御中    

 

  有限責任監査法人 トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 鎌 田  竜 彦   印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 杉 田  昌 則   印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤田エンジニア

リング株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月

１日から平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤田エンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成26年８月11日

【会社名】 藤田エンジニアリング株式会社

【英訳名】 FUJITA ENGINEERING CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  藤田 実

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 群馬県高崎市飯塚町1174番地５

【縦覧に供する場所】 藤田エンジニアリング株式会社埼玉支店

（埼玉県熊谷市問屋町二丁目２番17号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役藤田実は、当社の第52期第１四半期（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


